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一般社団法人 東京都産業資源循環協会

令和５年度  事業計画および予算  決まる

令和 5 年 3 月 8 日㈬  第８１回理事会が開催され、新年度の事業計画・予算が承認
されましたので、お知らせいたします。

一一般般社社団団法法人人 東東京京都都産産業業資資源源循循環環協協会会

令令 和和 ５５ 年年 度度 事事 業業 計計 画画

東京から排出される膨大な産業廃棄物の適正処理及び資源循環を推進していくために

は、排出事業者、処理業者、都民、行政が、それぞれの責任と役割を踏まえ、連携・協

働した取組を具体的に進めていくことが必要である。

令和５年度、協会は東京都との緊密な関係の下に、脱炭素の取組を踏まえた資源循環

に取り組む。また、会員における、労働災害防止の徹底、人材の確保・定着、デジタルト

ランスフォーメーションを進める。

引き続き、会員サービスの改善などに努め、会員増強を図っていく。

１１．．適適正正処処理理・・資資源源循循環環推推進進事事業業

（（１１））   調調査査研研究究事事業業   
１１））調調査査研研究究

法令改正や、資源循環産業の一翼を担う産業廃棄物処理業界の社会的役割等も

十分踏まえながら、適正処理の推進と循環型社会・脱炭素社会・デジタル社会の

進展に向けた調査研究を行い、国や東京都などに対し提案・要望を行う。  
２２））普普及及啓啓発発

調査研究の成果を含め、ホームページ等により、広く一般に普及啓発を行う。

（（２２））    研研 修修 事事 業業  
１１））一一般般研研修修事事業業

  適正処理及び資源循環を広く推進していくため、協会主催や関係団体の協力を  
得た研修会、講習会等を実施する。  

２２））講講 習習 会会 事事 業業 （（許許可可申申請請等等にに関関すするる講講習習会会））

  東京都内で実施される許可申請に関する収集・運搬、処分課程及び特別管理産  
業廃棄物管理責任者の講習会を、主催機関である（公財）日本産業廃棄物処理振

興センター等に協力して実施する。  
①① 産産業業廃廃棄棄物物処処理理業業のの許許可可申申請請にに関関すするる講講習習会会（（新新規規・・更更新新））               

新規講習会  
産業廃棄物 収集運搬課程  １３回

産業廃棄物 処分課程  ２回  
特別管理産業廃棄物 収集運搬課程  １回  

更新講習会  
産業廃棄物・特別管理産業廃棄物 収集運搬課程 ２１回

産業廃棄物・特別管理産業廃棄物 処分課程 ２回  
②② 特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物管管理理責責任任者者講講習習会会   

特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会  ３８回  

令和 5 年度 事業計画・予算

（（３３））  相相談談指指導導事事業業

会員その他業界関係者、一般企業や都民からの産業廃棄物の処理業者の紹介、斡旋

に関する協会への問い合わせに的確に対応する。  
 

２２．．環環 境境 対対 策策 事事 業業

（（１１）） 環環 境境 活活 動動

公益的役割を果たしていくために、さまざまな環境活動に参加する。

（（２２）） 環環境境対対策策事事業業

産業廃棄物由来の環境問題や特定家畜伝染病等が発生した際には、行政からの

要請等を踏まえ必要な対策を行う。

（（３３）） 災災害害廃廃棄棄物物対対策策事事業業   
地震・風水害等の大規模災害が発生した際には、東京都災害廃棄物処理計画等に基

づき、廃棄物処理のノウハウを持つ業界として、必要な社会的責任を果たしていく。

東京都及び２３区等と連携・協力し、災害廃棄物処理活動を必要に応じ行う。

３３．．普普 及及 事事 業業

（（１１）） 普普 及及 事事 業業

１１））普普及及・・広広報報活活動動

協会の事業や諸活動について、協会ホームページ等により普及・広報活動を行う。

２２））図図書書等等のの有有償償頒頒布布

「建設廃棄物処理委託契約書」「建設廃棄物処理委託契約書様式及び記入例」の

有償頒布を行う。

３３））産産業業廃廃棄棄物物管管理理票票（（ママニニフフェェスストト））普普及及事事業業

廃棄物処理法で義務づけられている産業廃棄物管理票（マニフェスト）につい

て、（公社）全国産業資源循環連合会及び建設六団体副産物対策協議会から販売

を受託する。

（（２２）） 機機関関誌誌のの発発行行事事業業

会員に対する基本的な情報伝達手段として、機関誌「とうきょうさんぱい」（昭和

５８年４月創刊）の発行を継続するとともに、より親しまれる会員必携の機関誌とし

て、的確迅速な情報提供と一層の内容の充実を図っていく。

（（３３）） 会会 員員 事事 業業

協会の目的達成のため、会員の増強を図るとともに、適正処理・資源循環に向けた

士気の高揚と事業の発展に資するよう交流事業を行う。

１１））会会員員研研修修事事業業   
各社共通課題に対する研修を、職層やテーマに応じて効果的に実施していく。

また、国内処理施設見学研修会、事例研究、会員ニーズに即した講演会などを

実施する。
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令和 5 年度 事業計画・予算令和 5 年度 事業計画・予算

２２））会会員員交交流流・・増増強強事事業業   
①① 会員の連携強化と協会の活性化を図るため、総会後の懇親会、賀詞交歓会等

の交流事業を行う。また、部門別の交流・活性化を図るため、多摩支部、青年

部、女性部の諸活動を積極的に展開していく。  
②② 会員数の維持・増加を図るために積極的に活動を展開する。会員の協会への

関心と参加を高めるため、新入会員懇談会等の事業を行うほか、賛助会員には、

機関誌等の配布等を通して、協会活動の情報提供に努め、協会活動を側面から

支えてもらう。２３区に所在する正会員を対象にした地域別の意見交換・懇談

会を開催する。  
③③  （公社）全国産業資源循環連合会、関東地域協議会の諸活動に積極的に参画し  

ていく。また、適正処理・資源循環の推進と業界発展に向け、排出事業者等の  
団体と活発に協力・交流を進めていく。  

３３））顕顕彰彰・・表表彰彰事事業業   
顕彰及び表彰規程に基づいて以下の表彰を行う。

①①   優優良良事事業業所所表表彰彰     
正会員の模範となる事業所について５件程度表彰する。

②②   優優良良従従事事者者表表彰彰   
正会員の推薦を受け、常任理事会の選考により、１０件程度表彰する。  

③③ 功功労労者者表表彰彰

協会の事業推進に顕著な功労のあった役員等について表彰する。

④④ 安安全全衛衛生生表表彰彰

安全意識の向上又は労働災害等の防止に成果をあげている事業所又は従事者

について表彰する。表彰は、その内容により特別会長賞、会長賞（２件程度）、

安全衛生推進委員長賞（５件程度）をもって行う。

なお、被表彰者のうち要件を満たすものについて、（公社）全国産業資源循環

連合会表彰に推薦を行う。

４４））人人材材のの確確保保・・定定着着率率のの向向上上にに向向けけたた支支援援事事業業 ～～人人材材確確保保ププロロジジェェククトト～～

産業資源循環業界がＳＤＧｓの課題にもなっている地球環境問題の解決に大い

に役立ち貢献できる業界であることを広く外部（新卒者や既卒者、転職者）に向け

て発信する。そのために大学の就職活動窓口、賛助会員や就職サイト等との連携に

努め、効率的な求人活動を検討し、実施していく。

昨年度構築した会員企業の人事担当者同士をつなぐ「人事担当者ネットワーク」

の拡大を図り、情報交換等ができる場づくりに取り組んでいく。

また、今年度も人材確保策や定着率向上に向けた講習会を実施するほか、会員企

業の成功事例等を機関誌に掲載し、広く情報提供を行う。

５５））業業界界別別人人材材確確保保オオーーダダーーメメイイドド型型支支援援事事業業【【 公公財財 東東京京ししごごとと財財団団】】 ～～ 年年度度

（（公財）東京しごと財団と連携し、本業界が直面する課題にあった支援メニュー

にカスタマイズを行い、個社別にマッチングした取組ができる支援事業である。

本事業により、取組事例等の成果を波及・啓発することにより、業界内の人材確

保力の向上を図っていく。

４４．．管管 理理 運運 営営

許可講習会事業とマニフェスト普及事業の収益が減少しているため、組織率の向上

と経費節減に努め、協会の活性化と財務体質の強化を図る。

５５．．委委員員会会・・部部会会活活動動

１１ 総総 務務 委委 員員 会会

協会活動の基本的事項や各委員会・部会に横断的に関係する事項の調整を行う。

また、具体的な検討、調整を行うため、必要に応じて分科会を設置していく。

２２ 法法制制度度検検討討委委員員会会

産業資源循環業界の現場で抱えている諸課題について論点整理し、行政と

連携しつつ解決策を見い出す。

①  年間４回法制度検討委員会を開催する。

②  検討テーマには、会員企業の現場で抱えている法制度に伴う問題点を取り

上げる。

ア 資源循環のための保管積替え施設の在り方研究

イ 国の優良評価制度、東京都の第三者評価制度との重複点の洗い出し、

また業者によってより付加価値のつく評価項目を検討して、東京都に

対し新たな評価項目を提言する。

③  委員会には法制度に見識を持つオブザーバーや臨時委員も参加願い、議論

を進めていく。

④  検討結果は、関係機関への提言や解決策を機関誌に掲載するなどにより、

会員企業へ情報提供する。

３３ 広広 報報 委委 員員 会会

機関誌「とうきょうさんぱい」の発刊

・機関誌発刊のため、年１２回、基本的には毎月第２水曜日に委員会を開催する。

・記事内容については、法令関係等会員各位へ迅速にお知らせすべき事柄に注力す

る。

・協会主催の行事内容については詳細に伝達する。

・協会各役員の協会運営への方策活動について伝達する。

・資源循環事業など会員各位の取組について積極的に紹介する。

・温暖化防止対策、デジタル化等の情報について提供する。

・会員読者の誌面への参加を求める。

４４ 安安全全衛衛生生推推進進委委員員会会

産業廃棄物処理業界で働く方達の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環

境の形成を促進するために、各社の安全衛生活動の推進を目的とする。

東京都内の休業４日以上の労災件数は平成３０年１０６件、令和元年１１３件、

令和２年１０７件、令和３年１１６件、令和４年８９件（速報値）と、依然として

高い数字である。また、非常に残念なことに令和３年は死亡事故が１件発生してい

る。労災件数減少につながるよう活動に取り組む。

①  年間３回、安全衛生推進委員会を開催する。

②  経営者に直接アプローチする手法を講じる。

③  公的機関の活用や行政等による研修会・講習会を開催する。（２月予定）  



6 第 40 巻第 1 号　通巻第 391 号 7とうきょうさんぱい　令和 5 年 4 月 1 日号

令和 5 年度 事業計画・予算令和 5 年度 事業計画・予算

受講者を増やすためオンライン聴講も検討する。

④  年１回、東京労働局と合同で安全パトロールを実施する。  
⑤ 協会及び会員各社の安全衛生に係る意識高揚を図る安全衛生表彰制度による表彰

を行う。

⑥ 会員から標語を募集し、優秀標語をポスターにして全正会員に配布する。

⑦ 年 回、安全衛生活動推進ポスターを配布する。

⑧ ヒヤリハット事例の公募と活用を推進する。

⑨ 会員各社への安全衛生に係る情報等を発信する。

５５ 収収集集運運搬搬委委員員会会

安全運転はもとより事故・収集作業に伴う怪我など交通リスクの減少には継続

的な研修と教育が必要である。今年度も管理者・実務者に対する研修会を実施す

る。

また人手不足は我々の業界が抱える慢性的な課題であり、その中でも収集運搬

ドライバーは特に不足しているといえる。少子高齢化が進み、トラックドライバ

ー人口自体が減少している中で、収集運搬という業務は、車両にあった運転資格

と専門の作業を行う人員を集めなければならず、若年層のなり手が少ないことに

加え、未経験者からの選択ハードルが高く応募しづらい業種と言える。構造的に

労働人口が減少する世の中で我々は積極的かつ具体的な対策を講じなければな

らないと考える。

■収集運搬委員会は下記 つについて研修会を開催・調査研究を進めていく。

①企業の交通リスクを題材に専門講師を迎えた研修会

ア．経営者・管理者向けには、指導の現場で活用できるコミュニケーション技法

を取得、カウンセリング理論を応用し、事故惹起者に対する面談スキルなどの

向上を目指した研修会を開催する。

イ．ドライバー向けには、「行動手順」で示しドライバー自身が日頃の運転を

振り返りながら「安全運転習慣」を習得できる研修会を開催する。

②ドライバー採用と働きやすさ改革（健康経営優良法人認定の推進）

・同業他社の成功事例を基本に を活用したドライバー採用のポイントや求人

方法を紹介する研修会を開催する。

・現在働いているトラックドライバーの離職を防ぎ定着をはかるとともに、高齢

ドライバーを体力面、健康面からケアして戦力として働き続けてもらうための

調査・研究を都度の委員会で行う。

③最新技術を用いた施設への見学会

６６ 中中間間処処理理委委員員会会

推進の活用事例を中心に、引き続き勉強会や施設見学を実施し情報収集を行

うとともに、クラウドサービスを活用したリーズナブルな ソリューション開発

を進め協会会員の 化を図る。

①  脱炭素社会に向けての取り組みとしては、政府の動向にも注視しながら、ケミカ

ル／マテリアルリサイクルや の勉強を行う。

②  「破砕・圧縮」分科会では、

ア リチウムイオン電池の火災防止対策について、引き続き環境省や経済産業

省などの関係機関に働きかけを行う。

イ． 等を搭載した機械の開発、“スコープ３” 削減の取組みについては、

専門家を招き担当者レベルの勉強会を実施する。

③  「中和・脱水」分科会では、

ア．液状・泥状廃棄物処理における脱炭素化、 活動の研究を進める。

イ や などについて、会員向けの 勉強会を行う。

ウ．分科会メンバーでの施設見学を実施する。

④  「焼却」分科会では、廃棄物動向等や、新規取組等について意見交換を実施し、

情報を共有する。また、最新施設の視察を行う。

７７ 建建設設廃廃棄棄物物委委員員会会

建設廃棄物では、分別活動推進により、品質向上を含めた再資源化量の増大を図

る一方で、リチウム電池等の発火物対策や太陽光発電パネルを含む複合建材への対

応や、再生砕石の滞留問題に対する対応も必要となっている。

今後、 や働き方改革規制を達成していくためには、資源循環型社会への対応

だけでなく、脱炭素社会やデジタル社会の実現を視野に入れた上で、より一層のト

レーサビリティの確保、労働生産性の向上、さらには ・ の推進を図ることを

念頭に置き、委員会運営を行う。

①  行政を交え建設廃棄物をテーマとした勉強会の開催、ならびに関連４団体（東

建協、東解協、都中建）とともに合同施設見学を行う。

②  建設混合廃棄物分科会では、一都三県協会を含む関係団体と連携を図り、品目

定義の統一化や ・ の推進に向けた活動を行う。

③  建設汚泥・再生砕石分科会では、行政や民間発注者に働きかけるために東京都

が設置する協議会の動向を踏まえて、再生利用推進に向けた活動を行う。

       
８８ 医医療療廃廃棄棄物物委委員員会会

①  協会会員へ向けた取り組みについて、  
ア 東京直下型地震がいつくるかわからない状況下で会員で の要点を学

び、いざという時にやるべき対策を学ぶ。

イ 一都二県協会（東京、神奈川、静岡）の合同懇談会を 配信し、会員と

情報共有する。

②  脱炭素の先進的取り組みの施設見学会を実施する  
③  今、会員企業が医療廃棄物委員会に対してどういう情報が欲しいかのアンケー

トをとる。  

９９ 多多 摩摩 支支 部部

多摩支部は各委員会を中心に、研修会等の計画、実施の検討及び組織の発展と会

員への有益な情報の提供や交換、発信の場として、また会員相互のより一層の親睦

を深める機会の場となるよう活動を行う。

①  教育研修委員会

廃棄物処理事業のみならず、昨今の社会の動向に対応した講演会や、東京都多摩

環境事務所・八王子市による現状での多摩地域の問題点や課題等についてご講演

をいただく。

②  コミュニケーション委員会

多摩支部会員の交流事業として、昨年中止となった施設見学会とゴルフコンペは
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令和 5 年度 事業計画・予算令和 5 年度 事業計画・予算

感染症対策を行い開催する。

③  多摩支部法制度検討委員会

多摩地域の廃棄物処理法上の現在の問題点や課題、今後の対策等について、東京

都多摩環境事務所・八王子市との意見交換会を実施する。

青青 年年 部部

青年部では、内部活性化を主とした活動展開を今期も進めていき、質の高い研修

会・勉強会を開催しながら部員自身のスキルアップは勿論、各社においても営業面

や経営に役立つ内容を重視しながら参加率向上を目指していく。視察見学会（日帰

り・宿泊）も委員会主体で進めていき、青年部員各社がＣＳＲ活用できる事業内容

を充実させていく。

他県青年部や女性部とのコラボも検討し、低炭素化社会に向けて有益な情報やチャ

ンスをいち早くキャッチできるプラットフォームを引き続き提供していく。

①  総務・広報委員会

・仲間を知ろう：部員取材後に部員紹介記事を部内周知（月１名程度）

②  研修会委員会

・スキルアップ勉強会、有能な経営者や著名人の講演会など年２〜３回ほど開催す

る。

③  コミュニケーション委員会

・『東京で出来る自然体験〜家族参加型〜』エコツーリズム活動

・他県青年部・女性部との交流事業

④  その他

・視察研修旅行 日帰り等

・青年部設立３０周年記念式典事業

・（公社）全国産業資源循環連合会青年部協議会、関東ブロック協議会への活動参

加

 

女女 性性 部部  
コロナ禍により、幹事のみでイベントの企画・運営を行ってきたが、なるたけ

対面での活動を目指してきた。令和５年度もできる限り対面で話し合う機会を増や

し、活動の活性化を図っていく。また、協会内の他組織との連携のほか、関東地域

協議会女性部会、全産連女性部協議会との交流など、活動の幅を広げていく。

■活動内容

・産業廃棄物に関してだけでなく、仕事に役立つ法律や事項に関する勉強会等の開

催

・施設等の見学会

・関東地域協議会女性部会への参加

・全産連女性部協議会への参加
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安全衛生推進委員会（細沼 順人 委員長）は、令和 5 年 2 月 7 日㈫ 14 時から、エッサ
ム神田ホール 2 号館 4 階（千代田区内神田）において安全衛生研修会を開催した。

今回は三部構成となっており、第一部を東京労働局様、第二部を日本キャタピラー合
同会社様、ロジスネクスト東京株式会社様、第三部を株式会社 アンカーネットワークサー
ビス様にご講演いただいた。受講者は 59 名であった。以下、その概要を報告する。

	■ 開会挨拶
細沼委員長より開会の挨

拶があった。
「先月末に広島県の産業

廃棄物処理業者で作業員
1人が破砕機に巻き込まれ

て死亡するというショッキングな事故が
起きた。また、先月には千葉県で解体中
のビルの工事現場で足場が倒壊し、作業
員1人が転落して腕の骨を折る大けがを

したというニュースもあった。そして昨日
（2/6）、大阪府の金属加工会社の工場で鉄
板が倒れ1人が死亡、今も数名が意識不
明の重体という大事故が起き、茨城県で
は高さ10メートルほどの木の伐採作業を
していた高所作業車が倒れ、作業員2人
が地面に投げ出されて死亡した。わずか
1日、たった1日で数名の人が命を落とす
という痛ましい事故が起きた。残された遺
族の悲しみ、憤り、絶望は言葉では言い

安全衛生推進委員会

令和４年度  安全衛生研修会

第一部	 産業廃棄物処理業における労働災害防止対策について
第二部	 重機に伴う事故防止について
第三部	 「我が社の安全衛生」　㈱ アンカーネットワークサービス
◉解説

研修会会場

安全衛生研修会

表すことができない。我々は大切な家族・
仲間・会社を守るために使命感を持って
全力で安全衛生に取り組まなければなら
ない。」

細沼委員長は自身が遺族であることを
明かされた。だからこそ言葉のひとつひと
つに重みがあり、聴く者全ての心に深く突
き刺さった。中には涙を浮かべて挨拶を
聴く受講者の姿もあり、とても印象に残る
挨拶となった。

	■ 第一部
「産業廃棄物処理業における労働災害防止

対策について」

東京労働局 労働基準部 
安全課  地方産業安全専門官 
	 葛葉 丈典 氏

1.	東京労働局管内の労働災害の推移
全産業でみれば令和3年は休業4日以

上の死傷者数が12,876名（うち死亡者数
77名）、令和4年は12月末時点の速報値
で休業4日以上の死傷者が20,623名（う
ち死亡者数51名）との結果であった。死
傷者数が大幅増となった背景には新型コ
ロナウイルス感染症があり、これらのデー
タには新型コロナウイルスの死傷者数も
含まれている。

産業廃棄物処理業・その他の廃棄物処
理業だけにスポットを当てると、令和3年
は休業4日以上の死傷者数が252名（う
ち死亡者数 2 名）、令和 4 年は12 月末
時点の速報値で休業4日以上の死傷者が
219名（うち死亡者数1名）となっている。
令和2年に発生した1名の死亡災害を含

めると、3年連続で死亡者が発生するとい
う痛ましい事態が続いている。

2.	廃棄物処理業と労働災害
休業4日以上の死傷災害を事故の型別

にみると、令和3年・令和4年いずれも「動
作の反動、無理な動作」がトップで全体
の2割以上、続いて「はさまれ、巻き込
まれ」「転倒」「墜落、転落」がそれぞれ1
割以上と、これらの4つの型だけで全体
の6割超を占める結果となった。

中でも令和3年には機械への巻き込ま
れにより1 名、ト
ラックの荷台から
の墜落により1名、
令和 4年には機械
へのはさまれにより
1名の尊い命が失
われた。

3.	労働災害発生のメカニズムと企業の責任
労働災害は「不安全な状態」と「不安

全な行動」が重なった時に発生しやすい
といわれている。「不安全な状態」とは「機
械・設備、原材料等の物自体の欠陥」「作
業環境の欠陥」「作業方法の欠陥」などの
物的要因を指し、「不安全な行動」とは「危
険・有害な状態を作る」「運転の失敗」「誤っ
た動作」などの人的要因を指す。

これらは「安全衛生管理の不備」が招
く事態であり、それゆえ企業は安全衛生
管理について管理責任を問われることと
なる。最近でも「安全管理者に作業場に
おける労働者の危険を防止するための措
置に関することを管理させていなかった」
という理由で送検された事例もある。

厚労省 職場のあんぜんサイト
「ヒヤリ・ハット事例」より
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事業主には労働災害の防止義務・補償
義務・報告義務があるが、中には事業者
が労災事故の発生をかくす（いわゆる「労
災かくし」）が発生し問題となっている。

企業は労働災害が起きないよう安全衛
生管理を徹底し、万が一労働災害が起き
てしまった際には民事上・刑事上・行政上・
補償上そして社会的な責任をきちんと負
うことが求められる。

4.	労働災害を防止するために
1危険源の排除・置換、2工学的対策、

3管理的対策、4個人用保護具
これらの順番で対策を取ることが効果

的といわれている。つまり個人用保護具
や服装を強化することよりも、設備や機械
をより安全な物に替える方が効果は大き
いということである。企業にとっては導入
のハードルが高いが、効果の高い対策で
労働災害を未然に防いでほしい。

5.	私たちにできること
⑴	経営トップは安全衛生基本方針を表明

しましょう
⑵	安全衛生目標を設定し、計画を作成し

ましょう
⑶	安全衛生管理体制を確立しましょう
⑷	安全衛生委員会等を設置し、定期的に

開催しましょう
⑸	日常的な安全衛生活動を活性化させま

しょう
①4Sの徹底、②KY活動の徹底、③作

業開始前のミーティングの徹底、④職場
巡視、⑤機械・設備等の点検、⑥指差し
呼称の実施、⑦ヒヤリハット事例の報告・
活用、などである。すぐにでも始められる

こともあるため、できることから実践し安
全衛生への意識を高め、全員で「ゼロ災害」
を目指しましょう。

東京労働局では「Safe Work TOKYO〜
トップが打ち出す方針みんなで共有生み
出す安全・安心〜」をキャッチフレーズと
し、官民一体となった取組を推進していま
す。
（安全衛生推進委員会委員／
	 ㈱ クマクラ　白石満里子）

	■ 第二部「重機に伴う事故防止について」
	● 重機関係

日本キャタピラー合同会社
首都圏地区東京営業部 
東京西営業所  担当部長 
	 山崎 努 氏

死傷災害の要因として、「墜落・転落」
「挟まれ・巻き込まれ」「転倒」が変わら
ず上位となっている。これらの要因でいか
にして災害が起きているかを調べると、そ
の80%以上はヒューマンエラーが原因と
なっている。

1.	ヒューマンエラーとは何か
作業に対する、慣れ・慢心に加え、人

間の本能としての、近道省略本能があげ
られる。面倒くさいというだけで、1秒の
動作を省略してしまう。

また、注意力が別のところに向き、目の

安全衛生研修会安全衛生研修会

前の人が見えなくなる忘年会現象や、そこ
に人はいないという思い込みが原因による
事故など、これらは全てヒューマンエラー
によるものであると言える。

また、こうしたヒューマンエラーの他
にオペレーターが機械の特性をよく知ら
ないということも原因にあげられる。油圧
ショベルの旋回速度、ホイールローダー
の作業時の視界状況など、機械の特性に
ついてよく理解する必要がある。

2.	ヒューマンエラーを減らすために
ヒューマンエラーは全業種、全場面で

起こる可能性があり、予測できない。また、
人間が起こすためゼロにはならない。この
ため、定期的な安全意識の啓蒙活動を行っ
ていく必要があり、また、外部講師による
安全教育が非常に有効である。

	● フォークリフト
ロジスネクスト東京株式会社
東京支社 羽田支店
営業課 課長代理 
	 谷口 隆彦 氏

1.	フォークリフトに起因した事故発生状況
年間、約30 名が死亡、休業4日以上

の死傷者は約2,000名である。

2.	安全教育の目的
①知識・技能・態度を身に着け、日常

作業の中で安全を維持、実践させる。②
定期的な安全啓蒙活動として、従業員の
安全意識の向上、スキルアップにつなげ
る。また、フォークリフトの資格は、更
新や講習がなく資格取得後のスキルが乏

しくなることや、一度免許を取得すると
500kg から30t 以上のフォークリフトま
で一つの免許で乗れてしまうといった現状
がある。そのため、作業を行う前のKYT
活動などを行うことが一つの安全に対する
意識の向上につながる。

3.	災害防止ポイント
転落事故防止：　荷物以外の物を持ち

上げない。高所作業にフォークリフトは使
用せず、必ず高所作業車等を手配するこ
と。

接触事故防止 :　歩行者専用の通路の
整備、やむを得ず作業区域に立入る場合
は運転者に注意喚起し、相互の安全確認
を徹底すること。

挟まれ事故防止：　フォークリフトの
運転席を離れる際は、爪を床面まで下げ、
サイドブレーキを十分に引き、キーをオフ
にする。また、傾斜のある場所ではタイヤ
止めを施すこと。

4.	指さし呼称と安全確認
指さし呼称とは、①目で見て②腕を伸

ばし指で差して③声に出して④耳で自分
の声を聴くという一連の確認動作を、注
意を払うべき対象に向けて行うことを言
う。指さし呼称には、自己と対象との結合
を高め、感覚・知覚・視覚の正確度が向
上し、筋肉運動が大脳を刺激して危険に
対して強く印象付けるという効果があると
される。

フォークリフトに乗車する際にも指さし
呼称を徹底することが一つの災害対策に
なる。
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安全衛生研修会

	■ 第三部「我が社の安全衛生」
株式会社 アンカーネット
ワークサービス
人事・総務部リーダー
	 村岡 淳也 氏

1.	 安全衛生活動の基盤である統合マネジ
メントシステム「IMS」について
当社では ISO45001（労働安全衛生管

理）を含む6つの第三者認証を取得して
いる。この仕組みを統合して IMSという
マネジメントシステムで運用を行い、安全
衛生活動もこの IMSに則り行っている。

各規格を統合することで手間や負荷を
減らし、規格毎の進捗の漏れやずれを防
ぎ、実効性を高めることを目的としている。

安全衛生活動の中で特徴的なものとし
て、危険作業や、不安全状態、行動の洗
い出し共有などを行う「危険源管理表」
の運用と、インシデントの報告と共有を、
再発防止策を含めて行っている。

2.	メンタルヘルス・休職制度・産業医面談
について
病気休職の期間は勤続年数に応じて

3ヶ月から最大1年6ヶ月までという制度
となっている。また、休職が長期に渡っ
た方については、主治医の診断書を基に、
復職時にならし勤務として短時間の勤務
を行うケースもある。

ストレスチェックは年に1回、契約社員・
パートタイマーを含む全員を対象に実施
している。高ストレスと判定された方には
ストレスチェックに基づく産業医面談を案
内している。

産業医面談は高ストレス者の他に、長
時間労働者や体の不調で希望される方に
健康相談という形で実施しており、遠方の

事業所の方についてはオンラインで面談
を行えるように環境を整えている。

3.	葛西事業所の安全衛生活動について
葛西の事業所は、当社で一番大きい規

模の事業場となっており、衛生管理者及
び、安全管理者を選任し、安全衛生委員
会にて、年間活動スケジュールに従い、
月次の予定内容の協議、衛生管理者によ
る週1回の事業場巡視の報告及び改善点
の討議を行っている。また、議事の内容
について、翌営業日の朝礼において安全
衛生委員が説明、共有をしている。

4.	グループ会社「㈱アンカーリサイクル
ポート」の安全衛生活動について
㈱ アンカーリサイクルポートはもとも

と富士通㈱のグループ会社で当初は富士
通㈱の制度が適用されていたが現在は独
自の取組みを行うようになってきている。
主な取組みとしては安全巡回指摘事項の
確認とフォロー、労災・物損事故の報告、
また委員会終了後の委員による職場巡回
を行っている。

	■ 閉会挨拶
最後に西原 安全衛生推

進委員会 副委員長より閉会
の挨拶があった。

職場での労働災害と、も
う一つ気を付けなければな

らないのが通勤災害。最近では自転車事
故が増えてきている。通勤災害にも注意
いただき、労働災害0を目指して引き続
き安全に業務を遂行していただきたい。

（安全衛生推進委員会委員／
	 大谷清運㈱　羽田 寿洋）

年 死亡者数 死亡災害事例
令和 4（2022）年

1 ～ 12 月
1

（速報値）
【はさまれ・巻き込まれ】

廃材の圧縮梱包を行う大型油圧プレスのメンテナンスの
ために機械内部に立ち入ったところ、機械の運転を停止
していなかったことから、プレス台座の作動センサーが
感知し、プレス台座が横移動したため、当該設備の内壁
面との間に挟まれ下半身が切断されたもの。

令和 3（2021）年
1 ～ 12 月

2 【はさまれ・巻き込まれ】
被災者はつかみ機で廃棄物を粉砕機に投入する作業を
行っていた。粉砕機に廃棄物が詰まったため粉砕機を停
止し、同僚と二人で詰まりの除去を行っていた。その後、
粉砕機の再起動により、被災者がホッパー内で左足を巻
き込まれた。

【墜落・転落】
マンションのごみ置き場付近にて、軽トラックの荷台に
古紙や段ボールを積み込む作業を行っていた被災者が、
何らかの原因で、荷台上に積み上げられた段ボール上か
ら約１．７ｍ下の地上に墜落した。

令和 2（2020）年
1 ～ 12 月

1 【はさまれ、巻き込まれ】
被災者は、ごみの選別施設において、缶、瓶、ペットボ
トル等が混在するごみ袋を破いて内容物をコンベヤに流
す作業を行っていたところ、稼働中のコンベヤの回転軸
とベルトの間に身体が巻き込まれ死亡した。

令和元（2019）年
1 ～ 12 月

0 ―

平成 30（2018）年
1 ～ 12 月

0 ―

平成 29（2017）年
1 ～ 12 月

1 【交通事故】
被災者は、道路に止めたゴミ収集車のホッパーのロック
をかけ直すため、ホッパーを上昇させたところ、後方か
ら来た乗用車に追突された。

令和５年２月７日㈫に行われた安全衛生研修会の資料の一部を、当日参加できなかっ
た当協会会員の皆さんにも情報提供するとともに、速報値と確定値についてご説明いた
します。	 協会事務局

1.	「産業廃棄物処理業」と「その他の廃棄物処理業」を合算した年別死亡災害発生とそ
の事例

2.	労働者死傷病報告（厚生労働省）の速報値と確定値の説明
⑴	休業４日以上の労働災害死傷者数は、毎年暦年（１～１２月）で集計している。
⑵	２月の研修会では、１２月末現在の令和４（2022）年１～１２月の数がグラフで示された。
	 東京労働局管内の労働災害死亡者数（全産業）は５１人
⑶	２月の研修会で東京労働局が口頭で話された「死亡者数（全産業）５４人」は、令和４
（2022）年１～１２月に発生した死亡者数について、令和４（2022）年１２月末以降に報告・
集計した件数を⑵の件数に加えたものである。

⑷	令和４年１～１２月の労働災害死傷者数の確定値は、令和５年５月頃に公表される。

解　説

安全衛生研修会
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「東京都のフロン排出ゼロに向けた取組」へのご協力のお願い
～フロン機器の管理者はみなさまです！～

一般社団法人　東京都冷凍空調設備協会
東京都環境局

「気候危機の一層の深刻化、生物多様性の損失、水・大気環境の変

化など環境を取り巻く状況は世界規模で大きな課題となっており、もは

や一刻の猶予もありません」　2022年 9月に発行された「東京都環境

基本計画」冒頭の文章です。そしていくつかの具体的な目標と施策の

中に「フロン排出ゼロに向けた取組」があり、東京都冷凍空調設備協

会では、この啓発活動並びに情報提供を東京都の委託を受けて実施し

ています。

都内の温室効果ガス排出量の約１割をフロンが占めており、気候変

動対策としてフロン排出抑制は非常に重要です。しかし、「フロン排出抑制法」が2015年に施

行されてから7年以上経過しましたが、業務用冷凍空調機器からのフロンの排出量は年々増加

しています。排出量の内訳をみますと、機器使用時の漏えい量が７割（その中でビル用パッケー

ジエアコン・別置型ショーケースからの漏えいが６割）、機器廃棄時の漏えいが３割近くを占め

ると言われており、フロン排出抑制のために、機器の導入から使用中の管理、廃棄までの適切

な対応が必要です。

また、業務用冷凍空調機器からのフロンの漏えいは、気候変動への影響のみならず、機器の

能力を低下させ、電気代等のランニングコストや修繕費用の増加につながるなど、経営に直結

する問題です。

「フロン排出抑制法」では、フロン類を使用した業務用冷凍空調機器（オフィスの空調機、スー

パーの冷凍冷蔵機器、冷凍倉庫など）を適正に管理することを機器の管理者に義務付けていま

す。「管理者」とは、基本的に「機器の所有権を有する者」を指し、ほとんどの事業者が「管理

者」に該当すると言えます。

以下の「機器管理者の役割」を参考に、フロン排出抑制へのご協力をお願いします。

機器管理者の役割

機
器
導
入
時

・	 フロン排出抑制に寄与する機器を選定しましょう
✓	低 GWP 機器の導入（注１）

✓	自然冷媒機器の導入（注 2）

✓	冷媒漏えい常時遠隔監視システム搭載機の導入（注 3）

・	 適切な場所に機器を設置してください
✓	点検・清掃・修理に必要な作業空間の確保
✓	機器損傷に至るような振動等を避けた設置

行政だより

（注１）：	 温暖化係数（GWP：CO2 を１とした場合の地球温暖化影響の強さを表す値）が低い冷媒を使用する機器の
採用

（注２）：	 自然冷媒機器の採用　　冷媒：CO2，CO2/ アンモニア，炭化水素（イソブタン，プロパン）等で GWP は
4 以下

	 冷凍・冷蔵では自然冷媒を採用した機器は多く存在しており、コスト高等の課題はあるものの積極的な採
用が望まれる。

（注３）：	 2022 年 8 月 22 日「第一種特定製品の管理者の判断の基準となるべき事項の一部を改正する告示」により、
冷媒漏えい常時遠隔監視システム（日本冷凍空調工業会規格 JRA GL-17 適合）を簡易点検の代わりとでき
るようになった。

（注４）：	 冷媒漏えい率と消費電力量増加率の関係例
	 漏えい率 10%，30%，50% に対して消費電力量は 10%，40%，80% 増加
	 　（環境省令和 3 年度 IoT 技術を活用したフロン漏えい検知システムにおける温暖化対策効果の把握）
	 　機器の冷媒システムや初期冷媒充填量の余裕度によりその関係は変化するため、一例として記載
		  以上

機器管理者の役割

機
器
使
用
期
間

・	 フロン排出抑制法により、簡易点検及び定期点検等が義務付けられています。
✓	簡易点検：目視検査など、機器管理者自身で実施可能な日常的に実施する点検
✓	定期点検：漏えい検査など、専門家に依頼して実施する点検
✓	点検結果等機器の整備については、記録簿に記録し保存
✓	漏えいが見つかった場合、修理無しでのフロン充填は原則禁止

【使用時漏えい対策についての追加情報】
・	 簡易点検を冷媒漏えい常時遠隔監視システムで代替（省人力化）できるようになりまし

た。（注 3）

・	 点検による早期冷媒漏えい防止には以下の経済的メリットもあります。
◇	消費電力量の削減

	 　冷媒漏えい量が増加すると、冷凍空調機器の消費電力量が増加します。早期に冷媒漏
えいを検知・修理することにより無駄な消費電力を削減することができます。（注 4）

◇	代替フロン冷媒の追加充填量削減
	 　オゾン層を破壊する特定フロンは既に生産中止、そして、代替フロンも 2019 年から

段階的な生産削減が始まりました。今後、代替フロンのコスト増の可能性もあり、漏え
い防止の重要度が増すと考えられます。

機
器
廃
棄
時

・	 フロン排出抑制法により、廃棄時の確実なフロン回収が義務付けられています。
✓	フロン回収を第一種フロン類充填回収業者に依頼
✓	回収依頼書 / 委託確認書の交付・保存
✓	引取証明書の保存

・	 機器の廃棄や建物解体の際には、適切にフロン回収ができるよう、関係者と調整しましょ
う。

（廃棄物・リサイクル業者のみなさま）
・	 フロン排出抑制法により、フロン回収が確認できない機器の引き取りは禁止されていま

す。
✓	引取証明書を受け取った上で機器を引き取り

点検の種類 機器の種類 点検頻度
簡易点検 すべての機器 ３か月に１回以上

定期点検

冷凍冷蔵機器 定格出力 7.5 kW 以上 １年に１回以上

空調機器
定格出力 50 kW 以上
定格出力 7.5 kW 以上 
50 kW 未満 ３年に１回以上

◉	フロン関連資料がダウンロードできます　
		  （一社）　日本冷凍空調設備工業連合会　ホームページ
　		 https://www.jarac.or.jp/

行政だより
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SDGs と言われても一体なにをしたらいいのだという声を聞く。そこで、広報委員会では、毎月、

SDGs の目標を一つずつ取り上げ意見交換することとした。17 回連載の今回は 5 回目である。

目標 5	 ジェンダー

•	 　女性は事務職、男性は技能職やドライバー職、という時代ではない。営業職も
含め、男女それぞれの個人が従事したいことに従事してもらうことがよい。	
　とはいえ、職場の環境整備を行わないと、従業員みんなが不愉快な思いをする
こともある。たとえば、女性用の、トイレ、シャワー室、更衣室、パウダールーム、
休憩室を設けることが必要となる。その際に、従来の男性用設備の利用が不便に
なったり、作業場をつぶして女性用を設置したりするので、男性から不満も出る
ことがあるかもしれないので、経営者・管理職は、従業員とよくコミュニケーショ
ンをとって、意識の共有を図るべきである。	
　清掃工場の中には、廃棄物を降ろした後に使いたいと思っても、建物外にある
トイレは男性用しかないケースがあった。区市町村では、女性のドライバー・作
業員の目線に立って、チェックし改善してほしい。	
設備的な対応だけではなく、社内に、女性専用の相談窓口を設けたり、女性同士
が打ち解けて話し合える機会を設けることも有効である。	
　また、女性ドライバーの採用を安定化させるためには、各女性の体力に見合っ
た業務内容となるかどうかを見極め、運転と同時に廃棄物の収集作業を行うか否
かの選択ができるようにすることも考えられる。そうしないとそのドライバーは
定着しない。コンテナ容器に廃棄物を収納する形ならば、男女問わず対応できる。	
　あらためて、廃棄物の排出者に対しては、容器や袋に廃棄物を詰め込みすぎな
いようにお願いしたい。腰痛予防にもなるし。

•	 　女性管理職の登用を進めることが必要である。優秀な女性も多く、そのような
者が管理職として積極的に業務にかかわれば会社の成長が望めるし、男性社会の
改革を進めていくことに大いにつながるものである。	
　女性管理職を増やすためには、各家庭での女性の家事の負担軽減が必要である。
女性だけが、家事・育児をするのではなく、男性が家事・育児を共同して、ある
いは分担して行うべきである。夫は、妻を「手伝う」のではなく、妻に「協力する」
のではなく。

•	 　就業規則を改正して、女性も男性も働き続けやすい就業環境を整えましょう。
出産後に復職しやすいように、短時間勤務制度を導入することも考えましょう。

SDGs への取組

□ 5.1 あらゆる場所におけるすべての女性及び女児に対するあらゆる形態の差別を撤廃する。

□ 5.2
人身売買や性的、その他の種類の搾取など、すべての女性及び女児に対する、公共・私
的空間におけるあらゆる形態の暴力を排除する。

□ 5.3
未成年者の結婚、早期結婚、強制結婚及び女性器切除など、あらゆる有害な慣行を撤廃
する。

□ 5.4
公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、ならびに各国の状況に応じた世帯・
家族内における責任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労働を認識・評価する。

□ 5.5
政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効果的な女性
の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保する。

□ 5.6
国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領、ならびにこれらの検証会議
の成果文書に従い、性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アクセスを確保する。

□ 5.a
女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、ならびに各国法に従い、オーナーシップ
及び土地その他の財産、金融サービス、相続財産、天然資源に対するアクセスを与える
ための改革に着手する。

□ 5.b 女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現技術の活用を強化する。

□ 5.c
ジェンダー平等の促進、ならびにすべての女性及び女子のあらゆるレベルでの能力強化
のための適正な政策及び拘束力のある法規を導入・強化する。

【ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る】

SDGs への取組

パパ育休の取得を促進できるようにしましょう。また、ハラスメント防止規定を
しっかりと整え、セクハラ、マタハラ等が生じないよう、規定を整備するととも
に従業員教育を徹底しよう。万一生じた場合には、なかったことにするのではな
く、迅速な毅然とした対応が重要である。

•	 　ジェンダー平等は、LGBTQの人や外国人労働者への対応にもつながるものです。
性的指向は職場の業務にとって関係はない、ということを強く認識すべきである。
こうした人たちとともに、誰もが楽しく働き続けられる環境にしていきましょう。

•	 　いまだに、女性管理職はゼロ、会社の会議には女性が参加できない、という会
社があるそうだ。経営者の意識改革が必要である。

•	 　当協会では、この 5 年間で女性の数を、役員（理事・監事）で 3 人→ 4 人、
安全衛生推進委員会委員で 0 人→ 5 人、協会顧問（東京都議会議員）で 0 人→ 2
人に、引き上げた。今後も女性の参画を増やしていきます。

•	 　当協会の機関誌「とうきょうさんぱい」では、ジェンダー問題を取り上げた記
事を掲載してきた。あらためて、協会 HP で、読み直してくれるとうれしいです。	

「映画で見るジェンダー問題＋ LGBTQ」（第 386 号、24 ページ）、「ジェンダーの
用語の変化に対応できていますか」（第 385 号、22 ページ）「Pink Brain ∩ Blue 
Brain」（第 368 号、30 ページ）

•	 　2022 年 11 月に設立された、全国産業資源循環連合会女性部協議会の今後の
活躍に期待しましょう。
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47 都道府県協会女性の役員（理事・監事）の人数

　※参考文献　（公社）全国産業資源循環連合会　正会員組織運営状況及び会員数より

スポーツメンタルトレーニングで『パフォーマンスを上げる 
「内発的やる気」の組織作り』講演会を開催

青年部（矢部 要 部長）は、令和5年1
月24日㈫15時 30 分より、エッサム神
田ホール1号館（千代田区神田鍛冶町）
において、スポーツメンタルトレーニング
を用いて『パフォーマンスを上げる「内

発的やる気」の組
織作り』の講演会
を開催した。講師
は谷野 隆太 氏

（ココロツクル㈱  
代表取締役）に
講演して頂いた。

スポーツメン
タルトレーニングとは、スポーツや仕事で
チャレンジしていくときにぶつかるメンタ
ル面のトラブルで、本来持っている自身の
力を十分に発揮できずに悔しい思いをし
ている方に向けて、メンタル面を強化し、
本来の力を最大限に引き出すことを目指
している。講師はこのスポーツメンタルト
レーニングを応用し、一流スポーツ選手
を始め様々なチーム、企業、ビジネスパー
ソンのモチベーションやチームワークを高
める活動を行っている。

講演では、自身や部下のモチベーショ
ンが上がる方法として、大きく分けると２
種類に分けられることが明示された。一つ
は「外発的なやる気」で、外からの刺激（恐
怖、おもちゃ、お金等）によって動くもの
がある。特徴としては即効性があり、成果
は上がりやすいが下がりやすい、刺激が
エスカレートしていくなどがある。ただし、
刺激が続くと慣れてしまい、強度を上げて
いくしかなくなり、最終到達地点は体罰な
どとなってしまう。結果、遂行型、指導者

を超えられない、刺激が無いと動けない
選手や部下が育ち、精神的に続かなくなっ
てしまうという。

もう一つは「内発的なやる気」で、内
側から生まれる刺激によって動くものがあ
る。特徴は継続性があり、成果は上がりに
くいが下がりにくい、知識と技術習得に積
極的などがある。楽しい、やってみたい、
うまくなりたい等の好奇心が行動を支えて
いく。結果、クリエイト型、指導者を超え
ていき、自ら動き出す選手や部下が育って
いくという。これら2種類のやる気は、内
発的やる気を維持しながら適度に外発的
やる気を取り込んでいくと、成果を出しや
すいようだ。

講演会を通して、自身はもちろんのこと、
部下や協力会社がモチベーションを上げ
て取り組めているのかを考え直すきっかけ
となった。成果が求められるビジネスにお
いて、いかにして内発的なやる気を引き出
して、好奇心をもって取り組めるか、大事
なことだと再認識した。講演会は最後まで
質問がやまず、非常に学びの深い講演会
となり大盛況のうちに幕を閉じた。
（鹿島環境エンジニアリング㈱
	 佐々木 玲児  記）

谷野 講師

研修会場
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法律勉強会を開催

女性部（野村
幸江 部長）は、
令和5年 2月16
日㈭ 14 時 30 分
より協会会議室
にて、参加19名

（内オンライン参
加 9 名）で芝田

麻里弁護士による法律勉強会を開催しま
した。

テーマは今年度、中小企業にも完全義
務化されたいわゆる「パワハラ防止法」
です。職場で「パワハラしてないかな ?」
とか「これセクハラになるかも ??」とビ
クビクしている中高年や、「それってパ
ワハラじゃない ?」「セクハラされた !ど
うしたらいいの ?」と困っている若手社
員も興味はあるけど実際どうなのかわか
らないということで、今回もわかりやす
く教えていただきました。

まずこの「パワハラ防止法」は、「労
働施策総合推進法」（労働者の雇用の安
定及び職業生活の充実等に関する法律）
なので、「職場における」「パワハラとセ
クハラ」という縛りで考えるそうです。

パワハラとは、①優越的な関係を背景
とした言動であって、②業務上必要かつ
相当な範囲を超えたものにより、③労働
者の就業環境が害されるもの・・・この
3 つすべてを満たすものがパワハラにな
るそうです。

なので、例えば大きな声で（ちょっと
口悪く）注意したところで、労働者の就
業環境が害されているわけではないので
すぐにパワハラと判断されるものでもな

いそうです。これが毎度、ガミガミネチ
ネチ長時間・・などになってくると「労
働者の就業環境が害される」⇒精神的
に病んでしまった時には「客観的に」判
断してパワハラとなってしまうかもしれ
ません。また「優越的な地位」というの
は必ずしも「上司」に限っているわけで
はなく「業務上必要な知識や豊富な経験
を有しており当該者の協力を得なければ
業務の円滑な遂行を行うことが困難であ
る」場合でもその当該者は「優越的地位」
に当たります。また、同僚又は部下から
の「集団」による行為というのもパワハ
ラとなる可能性があります。

セクハラとは、①「職場」において
行われることで、②「労働者」（従業員）
の意思に反していること、かつ③「性的
な言動」であること。この3つの要件を
満たすものになります。
「職場」とは、就業場所はもちろんで

すが、出張先や取引先の事務所や宴会も
含まれるそうです。仕事上の関わりのあ
る場所であれば「職場」となるのですね。

こちらも最終的には「労働者の就業環
境が害される」ことが判断の基準になっ
てきます。

とにもかくにも「ホワイト社会」と呼
ばれる時代が来ています。芝田弁護士も
最後におっしゃっていましたが、一般的
に「こんなことをされたら嫌だろう」と
思われる行為は慎みたいものです。

詳しく知りたい方は、厚労省の「明
る い 職 場 応 援 団 」https://www.no-
harassment.mhlw.go.jp/をご覧ください。

	 （㈱ ハチオウ  記）

芝田 弁護士

理 事 会 ・ 委 員 会 報 告

収集運搬委員会（加藤 委員長）

開催日時：  1月17日㈫ 14時～	 場所：  外部会議室＋Ｗｅｂ会議

出席委員：  13名（うちオンライン参加者9名）

議題及び内容：

●	アマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社との意見交換会
産業廃棄物収集運搬業のニーズに見合ったサービスとは何かについて、アマゾン 

ウェブ サービス ジャパン合同会社との意見交換会を行った。
最初に先方から産業廃棄物処理業の抱える課題と、そのビジネス課題を解決する

ためのソリューションについての調査結果やアイディアについて発表があり、それを基
に双方から活発な意見交換が行われた。

次回開催日：  2月10日㈮ 13時30分～　協会会議室

医療廃棄物委員会（五十嵐 委員長）

開催日時：  1月30日㈪ 15時〜	 場所：  協会会議室	 出席委員：  11名

議題及び内容

①	感染性産業廃棄物処理に係る要望について
・	 令和 4年 12月9日付で、全国産業資源循環連合会から環境省へ表題の要望書

を提出し、令和 5 年 1月11日に環境省へ要望の内容と現状について説明をし
たとのことであった。

	 （要望の内容はこちらからご覧ください。【全国産業資源循環連合会ホームペー
ジ】https：  //www.zensanpairen.or.jp/activities/demand/ ）

②	令和5年度活動計画について
・	 BCPの要点を学び、災害などいざという時にやるべき対策を学ぶ。
・	 一都二県医療廃棄物合同懇談会を開催する。
・	 排出者（医療機関）にお願いしたいことをまとめた分かりやすいチラシを行政機

関の協力を得て作成し、配布する。
・	 当協会の感染性廃棄物許可業者が当委員会に対してどのような情報が欲しいか

アンケートを実施する。

次回開催日：  施設見学会　3月22日㈬
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収集運搬委員会（加藤 委員長）

開催日時：  2月10日㈮ 13時 30分～	 場所：  協会会議室	 出席委員：  8名

議題及び内容：

①	ドライバー採用活動成功事例等
委員所属会社の成功事例をはじめとした採用活動を成功させるためのノウハウや考

え方・切り口等の説明・紹介があった。委員会内だけでなく、会員向けにも採用力をあ
げるための研修会を令和５年度に開催することを決定した。

②	令和５年度活動計画・年間行事予定について
活動内容・年間スケジュールおよび行事担当を決定した。

次回開催日：  5月17日㈬ 14時～　研修会

建設汚泥・再生砕石分科会（細沼 座長）

開催日時：  2月8日㈬ 15時～	 場所：  協会会議室	 出席委員：  9名

議題及び内容：

●	建設泥土・コンクリートがらの再生品推進について
都内の再開発事業により大量発生する汚泥、コンクリートの再生品利用について、需

要が減少する路盤材以外の新たな利用拡大に向けて取り組むよう行政に要望していく。

次回開催日：  未定

法制度検討委員会（白井 委員長）

開催日時：  2月15日㈬ 14時 30分～	 場所：  協会会議室	 出席委員：  11名

議題及び内容：

①	積替え保管業に関する議論の整理
積替え保管業に関しては、収集運搬業の許可の運用方法について再度検討すること

とした。

②	第三者評価制度の改善案について
国の優良認定制度と東京都の第三者評価制度を比較し、委員会内で問題点とイン

センティブを挙げていくこととした。また、内容がまとまったら、改善案を都への要望とし
て出すこととした。

次回開催日：  5月16日㈫ 14時30分～　協会会議室

何処で 何をしている時 何がどうした 改善事項

１

高速道路で 走行中 カーブを曲がったら西日
に視界を奪われヒヤッと
した。

サンバイザーを前もって
おろし日射し対策を行う
とともに高速道路では車
間距離を十分にとり急な
状況変化に対応できる
ようにする。

２

高速道路料金
所で

ETCレーンを	 	
通過する時

前の車が急停止し、追
突しそうになった。

急停車に備えて車間距
離を取りレーン内速度を
守り安全に通過する。

3

一般道で 走行中 歩道を走行していた自
転車が突然車道に飛び
出してきたため、急ブ
レーキを踏んだ。

自転車が走行していたら
飛び出してくることを予
想し、距離をとって走行
し安全を確保する。

4

交差点で 信号が青になり	 	
発車しようとした
時

信号無視の車両が横切
りドキッとした。

発車時は青信号でも安
全確認をしっかりと行
い、事故防止に努める。

5

現場で 積み込み作業中	 	
（手積み）

転がっていた廃棄物に
つまずき、転倒しそうに
なった。

動線に物が落ちていな
いか確認し邪魔なもの
は前もって片づけてお
く。

6

現場で 降車時 寒さのため路面が凍結
しており滑って転倒しそ
うになった。

特に陽当たりの悪い場所
では路面状況をしっかり
確認する。

「ヒヤリ・ハット」の事例がございましたら、協会までお寄せください。

危険個所気づいたときは即改善、
今から、ここから、自分から

身近なヒヤリ・ハット事例 Part  165

令和４年度　安全衛生標語コンクール　安全衛生推進委員会 委員長賞受賞作品
	 （一社）東京都産業資源循環協会
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弊社は、1992 年に創業して以来、多
くのお客様や関係の皆様に支えられ、お
陰様で昨年 30 周年を迎えることができ
ました。この間、サービス自体を通じて、
環境負荷の低減、循環型社会を形成する
ための課題に取り組んでまいりました。

弊社は、江東区木場の本社の他、江東
センター、大田区京浜島工場、川崎市に
営業所を構えています。現在、東京14区、
川崎市で事業系一般廃棄物、1 都 5 県で
産業廃棄物の収集運搬業を行い、京浜島
工場及び江東センターにおいて中間処理
業を行っています。

収集運搬業務としては、パッカー車の
車載計量器やビル廃棄物保管庫での計量
器実績管理システムにより、お客様の環
境マネジメントをサポートしています。

リサイクル事業では、機密書類を製
紙工場に運搬して未開封のまま溶解し、
再生紙として資源化します。また、事務
所移転などで不要となった什器備品を可
能な限りリユース及び資源化し、廃棄物
の減量に取り組んでいます。

処分施設としては、大田区京浜島工
場において廃プラスチックやペットボト
ルを選別・圧縮梱包し、RPF や PET の
再生原料としてリサイクルします。

弊社の特色として、再生可能エネル
ギーへの取組みがあります。江東セン
ターでは廃食用油から BDF（バイオ
ディーゼル燃料）を製造し、軽油代替燃
料として自社車両に使用の他、販売も
行っています。また、資本参加するバイ
オエナジー社（生ごみ資源化施設）では、
生ごみをメタン発酵させバイオガス発電
によって電気を生み出しています。我が
国は 2030 年度の温室効果ガスを 2013
年度比 46% 削減することを目指してい
ますが、その一助となるよう取組みを進
めています。

我々の業界は、新たな課題に対応す
ることを求められています。プラ新法へ
の対応など、循環型社会への取組みをさ
らに進めて行くことで、持続可能な社会
の実現に向け今後も取り組んでまいりま
す。

	（㈱都市環境エンジニアリング　小林 豊）

産 業 資 源
循 環 情 報

No. 41

株式会社 都市環境エンジニアリング

次の 30 年へ　持続可能な社会を目指して

江東センター　BDF 製造施設京浜島工場
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賛
助
会
員
　
事
業
紹
介

●  令和 4 年 12 月 26 日入会の賛助会員

株式会社アクティオ
（令和 5 年 3 月 8 日現在）

月 日 曜日 行事予定 備考

4

12 水
広報委員会　１０：００～ 協会会議室

三役会議　／　常任理事会　／　第８２回理事会 協会会議室

18 火 第７０回　関東地域協議会 （東京）

21 金 中和・脱水分科会　１５：００～ 協会会議室

24 月 医療廃棄物委員会　１５：００～ 協会会議室

25 火 常任理事会　１５：００～ 協会会議室

27 木
人材確保プロジェクト　１４：００〜 協会会議室

青年部　幹事会　 （外部会議室）

5

9 火 三役会議　／　常任理事会　／　第８３回理事会 協会会議室

10 水 広報委員会　１０：００～ 協会会議室

16 火 法制度検討委員会　　１４：３０〜 協会会議室

17 水 収集運搬委員会　研修会　１４：００～ エッサム神田ホール２号館（千代田区）

18 木 女性部　幹事会　 協会会議室

25 木 第１１回　定時総会 ホテル椿山荘東京（文京区）

30 火 青年部　定時総会 （外部会議室）

表紙の言葉
●今月の写真：  ［コミュニティバス］地域福祉交通「風ぐるま」（千代田区）

今号より東京都内の「コミュニティバス」をご紹介します。国土交通省の「コミュニ
ティバスの導入に関するガイドライン」によると、「「コミュニティバスとは交通空白地

域・不便地域の解消等を図るため、市町村
等が主体的に計画し」運行するバスのことで
す。自治体によって名称や運行頻度、運賃も
さまざまですが、それぞれに車体のデザイン
に工夫が凝らされていて、地域に愛される交
通手段となっています。
本テーマ１回目は、当協会が所在する千代

田区の「風ぐるま」です。地域福祉交通の名
のとおり区の施設および福祉施設を中心に
運行しています。

●参照：千代田区HP　☞https://www.city.chiyoda.lg.jp/koho/kenko/koresha/gaishutsu/shin-
kazaguruma/h28kaisei.html　●撮影者： 塩沢 美樹（機関誌編集担当）

車体に描かれたロゴ
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残業時間の管理と 

時間外労働等への対応

今 井 正 美
社会保険労務士

新年度に入り業務体制や人員配置が変わり、慣れない業務を担当する従業員も
多くいるこの時期は、残業時間が増える傾向にあります。	  

　本年 4 月からは、月 60 時間を超える時間外労働の割増率が上がり、残業代の未払い防
止や従業員のワーク・ライフ・バランス実現の点からも、労働時間の適正把握や時間外労
働削減の必要性を感じており、残業時間の管理や時間外労働等への対応などについて教
えて下さい。

Ａ１	 残業時間の管理について

1　労働基準法（「以下「労基法」という。」）改正等から見る残業時間管理の必要性
（1）	 中小企業への 60 時間超の法定割増率引き上げ（労基法第 138 条の削除）
2023 年 4 月 1 日より、法定時間外労働（1 日 8 時間超又は週 40 時間超の時間

外労働）の月 60 時間を超える部分への割増賃金率 50%以上が適用⇒人件費増大

（2）賃金請求権の消滅時効期間（労基法第 115 条）の延長
労基法の一部が改正され、賃金支払日が 2020 年 4 月 1 日以降の賃金請求権の消

滅時効期間を、賃金支払期日から 5 年間（これまでは 2 年間）に延長しつつ、当分
の間はその期間は 3年間とされています。（退職金請求権の消滅時効期間は現行の 5
年間）⇒未払賃金発生時の民事訴訟リスク

※時効期間延長の対象となる賃金等
	 ●金品の返還（労基法 23 条、賃金の請求に限る） ●賃金の支払（労基法 24 条） ●非常時払
（労基法 25 条） ●休業手当（労基法 26 条） ●出来高払制の保障給（労基法 27 条） ●時間外・
休日労働等に対する割増賃金（労基法 37 条） ●年次有給休暇中の賃金（労基法 39 条 9 項） 	
●未成年者の賃金（労基法 59 条）

（3）	 時間外労働の上限規制（労基法第 36 条第 5 項、第 6 項第 2 号・第 3 号）への対応
※厚生労働省 :「36 協定の適正な締結（時間外労働の上限規制）より抜粋

⇒ 36 協定（届）上限枠を超えた時間外・休日労働（労基法違反）時の氏名公表、刑事罰
リスク

（4）	 過重労働による健康障害対策（労働安全衛生法「以下「労安法」という。」
第 66 条の 8、第 66 条の 8 の 2、3、4、第 66 条の 9、第 66 条の 10）
月 80 時間超の時間外・休日労働を行い、疲労の蓄積が認められる者（長時間労

働者）から申し出があった場合は、医師による面接指導等を実施（2019 年 4 月改正）

⇒長時間労働による労災認定の可能性増大、安全配慮義務違反等による労災民訴リスク
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2　適切な労働時間管理について
残業時間の管理を行うためには、労働時間を適正に把握することが必要であり、

使用者は労働時間を適切に管理する責務を有しています。
（1）	 労働時間の把握義務（労安法第 66 条の 8 の 3）

2017 年 1 月に「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する
ガイドライン」（厚生労働省）が策定され、2019 年 4 月の労安法の改正により、管
理監督者等を含め労働者の労働時間を客観的に把握することが義務化されておりま
す。

①	 労働時間の考え方
	 　労基法上の定義はなく、平成 12 年 3 月 9 日の最高裁判決（三菱重工長崎造

船所事件）で示された「使用者の指揮命令下に置かれている時間」（使用者の
明示的・黙示的な指示により労働者が業務を行う時間は労働時間に当たり、労
働時間に該当するか否かは、労働契約や就業規則などの定めによって決められ
るものではなく、客観的に見て労働者の行為が使用者から義務づけられたもの
といえるか否か等によって判断される。）

②	 労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置
	 　使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録する

ことが必要

（2）	 労働時間の管理
労働時間及び休日管理の基本フレーム

3　時間外・休日労働に対する割増賃金の支払いについて
（1）	 時間外、休日及び深夜の割増賃金の割増率（労基法第 37 条）

①	 法定時間外労働……通常の賃金の 25% 以上
	 （月の法定時間外労働が 60時間を超えた場合、超えた時間以降 50%以上）

※	1 日の所定労働時間が 7 時間 30 分の場合、法定労働時間 8 時間までの 30 分間の残業は、

法律上の「時間外労働」とならない。割増賃金の必要性は労使の定め等による。

②	 法定休日労働……通常の賃金の 35% 以上
③	 深夜労働（午後 10 時から翌日午前 5 時までの間の労働）
	 ……通常の賃金の 25% 以上（管理監督者も対象）
④	 法定時間外労働が深夜労働となった場合……通常の賃金の 50% 以上
	 （月の法定時間外労働が 60 時間を超えた場合の深夜労働は、超えた時間以降
75%以上）

⑤	 法定休日労働が深夜労働となった場合……通常の賃金の 60% 以上

（2）	 割増賃金の計算方法（労基法第 37 条、労基法施行規則第 19 条、20 条、21 条）
基準単価（1 時間当たりの賃金額）×残業時間数×割増賃金率

基準単価とは、通常の労働時間又は労働日の賃金の計算額で、算定基礎は「基本給」
＋「各種手当」（通勤手当、家族手当、住宅手当など除外賃金あり）

①	 時給　⇒	 当該金額
②	 日給　⇒	 日給額÷ 1 日の所定労働時間（異なる場合は 1 週間における 1 日の

平均所定労働時間）
③	 月給　⇒	 月給額÷月の所定労働時間（異なる場合は 1 年間における月平均所

定労働時間）

（3）	 残業時間と割増賃金の端数処理（昭和 63 年 3 月 14 日付通達）
労働時間の把握は分単位で行い、日ごとの端数処理はできない。ただし、以下の

範囲であれば、賃金不払いの法違反として取り扱わないこととしている。（行政解釈）
①	 残業時間の端数処理
	 　1 か月における時間外労働、休日労働及び深夜労働の各々の時間数の合計に

1 時間未満の端数がある場合に、30 分未満の端数は切り捨て、それ以上を 1
時間に切り上げること。

②	 割増賃金の端数処理
	 　1 時間当たりの賃金額及び割増賃金額に円未満の端数が生じた場合、50 銭未

満の端数を切り捨て、50 銭以上を 1 円に切り上げること。

（4）	 判例等における割増賃金の趣旨
残業をしたら割増賃金を払えばいい（支払い義務を果たせばいい）というのでは

なく、割増賃金は労働時間抑制のための制度で、割増率や罰則まで課して、労働時
間の削減を促す趣旨がある。
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Ａ２	 時間外労働等への対応について

1　残業ルール等の周知とルールに反した場合の注意指導
（1）	 残業の事前承認と事後確認

承認の手続き、承認の要件、予定時間の申告等の残業ルール等を明確にし、周知
する。

ルール等に反した残業を行った場合は、その都度注意指導を行い、承認後の実残
業時間数についても確認・把握する。（ルールに反した時間外労働等の黙認・放置は、
使用者の黙示の義務付けがあったと見なされ、指揮監督下に置かれた労働時間と見
なされる可能性がある。）

（2）	 残業禁止命令の発出と周知
当日に必要がない残業や 22 時以降の残業などを禁止する旨の通知とその周知の

徹底

（3）	 従業員の業務内容の把握と業務量の調整（過重労働の回避）
業務スケジュール等により、個々の従業員の業務内容を的確に把握し、長時間の

残業させざるを得ない状況が継続する場合は、業務量や人員の調整を行う。

（4）	 60 時間を超える残業部分の有給代替休暇付与制度の活用（労基法第 37 条 3 項）
150% の割増賃金のうち、25% 部分について、割増賃金の代わりに有給の代替休

暇を付与（125% 分は割増賃金の支給が必要）。ただし、代替休暇取得は本人の意思
による。

①	 労使協定の締結（1 日単位又は半日単位の付与など）
②	 就業規則への定め

（5）	 時間外労働や割増賃金についての諸規程整備とその周知
①	 雇用契約書締結時の確認、
②	 就業規則（給与規定）の必要な変更と従業員への丁寧な説明

2　自動車運転業務の時間外労働上限規制等への対応について
（1）	 時間外労働上限規制への対応（労基法第 140 条第 1 項）

①	 適用時期 2024 年 4 月 1 日以降の 36 協定対象期間の起算日から適用
	 （例 : 起算日が 3 月 20 日の届出済 36 協定届⇒ 2025 年 3 月 20 日から適用）
	 新規届出の場合は、2024 年 4 月 1 日以降に届け出た 36 協定届の起算日から

適用

②	 上限規制の内容
・	原則	 時間外労働	 月 45時間以内、年 360時間以内
	 	 （1 年単位変形労働時間制 : 月 42 時間以内、年間 320 時間以内）

・	 特別条項	 時間外労働	 年 960 時間以内のみ
③	 対象となる自動車運転者（令和 4 年 12 月 23 日厚生労働省「基発 1223 第 3 号」通達）
	 　自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第 7 号。

以下「改善基準告示」という。）の「四輪以上の自動車の運転の業務に主とし
て従事するもの」

	 　⇒実態として物品又は人を運搬するために自動車（緑ナンバー・白ナンバー
を問わない）を運転する時間が、現に労働時間の半分を超えており、かつ、当
該業務に従事する時間が年間総労働時間の半分を超えることが見込まれる場合
には、「自動車の運転に主として従事する者」に該当する。（該当しない者は、
運転職でも A1・1・（3）の上限規制が適用）

（2）	 改正改善基準告示（2022 年 12 月 23 日改正）への対応
自動車運転手について、その業務の特性を踏まえ、労基法では規制が難しい拘束

時間（休憩時間や仮眠時間を含む始業から終業までの時間）、休息期間（使用者の拘
束を受けない睡眠時間を含む勤務と勤務の間の自由な時間）や運転時間等の基準を
定めたもので、2024 年 4 月 1 日以降の開始日（通常は 36 協定届の起算日と同日）
から適用される。

廃棄物収集運搬の自動車運転者については、業務の実態上、「休息期間」や「運転
時間」に関連する休憩時間確保への対応が課題となる。

（3）	 具体的な取組について（参考）
①	 休憩時間の把握と取得促進
	 　運転職は一斉休憩の適用が除外されている（労基法施行規則第 32 条第 2 項）

ため、休憩時間の正確な把握が難しい。休憩の定義と取得方法について規定化
し、こま切れとなりやすい休憩時間の累積により、労基法上の休憩時間を確実
に取得させる。
※	労働時間把握機能付きデジタルタコグラフやドライブレコーダーの導入など

②	 上長等による始業時間の適正な管理
	 　始業時間の 1 時間前など早すぎる出庫時間の是正
③	 突発的な事態が発生しても円滑に業務が回せる体制づくり
	 　複数の回収コースや車種・車格に乗務できる運転手の育成
④	 電子マニュフェストの導入促進（排出事業者への働きかけ）
	 　帰社後の紙マニュフェスト整理業務の軽減
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皆様ご承知のとおり、今年のゴー
ルデンウィーク明けには、新型コロ
ナウイルスの感染症法上の位置付け
が、現在の「２類相当」から季節性
インフルエンザ並みの「５類」に引
き下げられ、名称変更も検討されて
おります。それに伴い、マスク着用
に関する新たな考え方も示されまし
た。令和 5 年 3 月 13 日以降は、個
人の主体的な選択を尊重し、着用は
個人の判断に委ねられます。本人の
意思に反してマスクの着脱を強いる
ことがないよう、個人の主体的な判
断が尊重されるよう、配慮が必要と
なってまいります。
ただし、事業者における対応として、

事業者が感染対策上または事業上の理由等に
より、利用者または従業員にマスクの着用を
求めることは「許容される」そうです。
協会事務局でも、協会主催の研修会や施設

見学会等、各種行事を開催する際、この３年
間は手指消毒や検温・マスク着用のご協力を
お願いしてまいりました。新年度最初の大き
な行事といたしましては、収集運搬委員会主
催の研修会が５月１７日に、定時総会および
総会後の懇親会が５月２５日に開催予定と
なっていますので、今後どうしていくべきか、
検討していかなくてはなりません。
減少傾向にあるとはいえ、まだまだ新規感

染者数は一定数報告されておりますし、お亡
くなりになっている方も毎日のようにいらっ
しゃいます。いろいろな考え方や説がござい
ますが、やはりマスク着用による感染予防効
果は高いようです。自分にできる自己防衛策
を講じ、健康な日々を過ごしていければと思
います。	 （髙野）

今号の「理事会・委員会報告」を
ご覧いただいたとおり、年が明けて
から、委員会等の活動が活発になっ
てきています。そして、トップ記事
は「令和 5 年度事業計画と予算」で
す。マニフェストの販売数が年々減
り、その事業収入も減り続ける中で、
予算を切り盛りして、従来からの事
業の見直しや、新たな取り組みも計
画されています。
業界の「事業環境」を改善するため

には、安全衛生や採用が最優先の課題となっ
ています。他方、「事業目的」としては、この
数年はカーボン・ニュートラル（CN）に向け
た取り組みが注力されています。当面の課題
である東京都のカーボンハーフの期限まで 7
年を切りました。委員会によっては、CCUS に
関する先進技術の研修も企画されています。
CN やサーキュラー・エコノミー（CE）に並

ぶ世界目標として、ネイチャー・ポジティブ
（NP）への支持が欧州を中心に急加速していま
す。「自然回帰する経済」というキーワードが
様々な場面で使われるようになりました。「生
物多様性の維持」に留まらず、「生物多様性を
含めた自然資本を回復させる」ことを目指す
新たな概念の事です。
世界経済フォーラムのグローバルリスクレ

ポート（2022）による「次の 10 年で世界レ
ベルで最も深刻なリスク」のトップ 10 中で、
NP に関連するリスクは 5 つも有ります。NP
と CN と CE の国際的な潮流は、日本でも加速
的に進める事になるんだと思います。近年は、
感染リスクへの対応に偏っていました。今後
は、従来からの CN や CE への取り組みに加え
て、NP へも、本誌中では気に掛けて行こうと
思います。	 （森）
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